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Ⅰ．背景 

国内の国立、国定公園に代表される自然公園のリスク管理について、利用者の事故防止の

ための国による統一的な管理システムは存在しない。例えば、自然公園の代表的な利用形態

であり、平地を散策するのに比べリスクを伴う登山についても、国との連携（eg.大雪山登

山情報）、都道府県（eg.長野県の登山安全条例、岐阜県の山岳遭難防止条例）、警察庁、都

道府県警察、一部の地方自治体が個別にまたは一部協力して、リスク管理のための情報提供

を実施しているにすぎない。このため、国内では登山事故防止対策については、個々の登山

者を対象として、遭難実態や情報収集を含めた準備（小林 2015）また登山者のリスク感覚

（村越 2017）や自然公園のリスク管理手法及びプロセス（小林 2011）について論じられ

ているが、自然公園利用者の事故リスク防止のためのリスク管理体制について論じられた

研究は見当たらない。我国の自然公園における利用者の事故が個人の自己責任またはガイ

ドや事業者に責任が集中する（稲葉 2007）背景として、自然公園を含む自然全般へのアク

セスを許可、規制する明確な法的根拠がなく、その一方、自然公園の法的な安全管理責任の

所在も曖昧であることがある。また、登山などリスクを伴うアウトドア活動は、食、景観鑑

賞のほか短時間のウォーキング、サイクリングやカヌーなど軽度のリスクを伴わない「体験

観光」を中心とする国内の観光プログラムには含まれていないことも理由に挙げられる。例

えば、北海道の全国百名山に挙げられている山岳で、その詳細な登山情報と地図が道内の観

光系ウェブサイト等で提供されているのは全体の 3 割ほどである。その全てが町レベルの 

自治体によるもので、道や道内観光圏の主要情報サイトには掲載されていない。国内の観光

旅行者数はコロナ禍前の 2017 年 5,240 万人、2018 年は 5,430 万人（レジャー白書 2019

年）である。それに対し、アウトドアのアクティビティのなかでは最も多い国内の登山人口

は 2017 年、2018 年共に 670 万人（レジャー白書 2019 年）であり、単純計算すると国内

観光旅行客の 1 割強程度ということになる。この 10 年ほどをみても多少の増減はあるもの

の、ほぼ登山人口は横ばいである。レジャー人口に占める登山者人口の割合の低さから行政

の管理を行き届かせることは難しいということで、国内では、リスクを伴う自然公園の利用

者のリスク管理は、基本的に利用者自身においてなされるべきものとされてきたと考えら

れる。一方、スイス、オーストラリア、ニュージーランドなどネーチャーツーリズムやアド

ベンチャーツーリズムが観光の一部となっている国々ではリスクを伴う自然公園のリスク

管理は国のシステムに組み込まれている。これら各国の観光情報サイトをみると情報の大

半が自然や自然のなかで楽しむアクティビティであり、訪問客はこのようなリソースを目

当てに訪れていることがわかるが、これらの国々では山岳ガイドなどリスクを伴うアウト

ド観光のガイド資格は国家資格か IFMGA/UIAGM（国際山岳ガイド連盟）のような国際的
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に権威ある団体の資格を有することが法的に義務づけられている。スイスでは、違反者には

罰金刑が科される（ex.スイス Federal Act; SR 935.91）。日本は山岳ガイド協会が IFMGA

の関連団体としてガイド資格を認定しているが、国の資格とはなっていないため、私的団体

の資格認定にとどまっている。このため実際ガイド資格が無くてもガイドをすることは可

能である。海外の例をみるとオーストラリアのアドベンチャーツーリズム（AT）の安全基

準は各州が独自で策定していたが、現在国としての統一基準である National Adventurous 

Activity Framework（NAAF）の策定が進められている（Australia 2022）。ニュージーラ

ンドは AT の安全性を確保するための企業・技術革新・雇用省が安全監査基（Safety Audit 

Standard for Adventure Activities）を発行、制定し（2012 愛甲）、2017 年に改定された。

（Work Safe New Zealand 2017） 

近年、日本政府はリスクを伴うアクティビティに特徴づけられるアドベンチャーツーリ

ズム（AT）市場からの誘客に力を入れる方針である（観光庁 2023）。AT は観光の一形態

として広く受け入れられているばかりでなく、欧米系の国々を中心として巨大な市場とな

っている。全世界の海外旅行者の約 69％が欧州及び南北アメリカからの人々だがその 42％

ほどが AT を目的としているとされる（ATTA 2013）。従来「観光」の対象外として広報さ

れてこなかったため国外では知られていなかったが、全体の 3 分の 2 が森林という日本国

内には国立、国定公園をはじめとして AT のデスティネーションとして魅力的な自然資源が

豊富であるので、観光の視点からは潜在的可能性が大きい。近年、マウンテンバイク（平野 

2016）やロッククライミング（泉ら 2021）、トレイルランニング（平野 2018; 山口ら 2020）

など AT のプログラムに含まれるアウトドアレクリエーションが森林スポーツとして地域

の活性化につながる新たな森林利用方法として注目もされている。しかし、AT は文字どお

りリスクを伴う。UNWTO（World Tourism Organization:国連世界観光機関）も AT を「ア

ドベンチャーツーリズムは独特の地形や景観のある場所で実施される、アクティビティ、文

化交流、自然体験を伴う旅行形態だが、このような体験は客観的（real risk）リスクまたは

主観的リスク（perceived risk）を伴い、ある程度の身体的、精神的に負担がある。」と定

義づけている。（UNWTO 2023）また、AT については海外では相当の研究の集積があるが

（Janowski, I. et al. 2021）、多くは AT の主要素として、Thrill and Excitement（スリル

と興奮）、Natural Environment、

Physical Activity（自然環境、身体活

動）、Risk & Danger、Challenge (リ

スクと危険、挑戦）をあげている（図

1; Janowski I. et al. 2021）。国がこの

ようにリスクのあるアクティビティ

を目的とするアドベンチャーツーリ

ストを積極的に誘客するのであれば、

その導入はスイス、オーストラリア、

ニュージーランドなど AT を含む自然

観光を中心とする国々同様、リスク管

理システムの整備と一体でなされな

ければならない。 
図１：アドベンチャーツーリズムの特徴 
（出典）：Janowski I. et al. 2021 より作成 
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日本人の自然公園の利用者は書籍やインターネット上で様々なリスク情報を収集できる

が、リスクのあるアクティビティについては日本語でも情報が少ないうえ外国人向けとな

ると世界遺産の富士山や長野県の観光情報サイトなど一部を除いては無きに等しいため、

特有の自然条件について知識がない外国人は知らないままリスクに晒される可能性がある

からである。また、最近は体験が乏しいまま GPS を使って登山する安易な登山者や、質が

保証されないインターネット上の情報を利用する登山者が増加している（木本 2020）。イ

ンターネットのアプリ等も登山者の移動経路を確認したり、家族に伝えられる機能がある

など適切に利用すれば登山の安全に貢献するものもあるので一概には言えないが、弊害が

存在するのも事実である。 

先述したように、自然公園におけるリスクのあるアクティビティとしては最も一般的で

あり、森林スポーツの代表格である登山が我国の観光情報サイトには含まれておらず、全国

統一的なリスク管理システムも存在しない状況下で注目されるのが、地域協働によるリス

ク管理である。リスクが身近でありその影響を受ける地域の関係者はリスクの性質を経験

的によく理解しており、人口規模も小さいためリスク管理に関するコンセンサスも得やす

いと推測されるので、実効性のあるリスク管理が可能であると期待されるからである。この

種の研究では、北海道ニセコ地域の雪崩事故について国内で初めてガイドの刑事責任が問

われた所謂「春の滝」事件を取り上げ、リスクを伴うアドベンチャーツーリズムではガイド

や個々の事業者だけではリスク管理に対応できないことを示し、同地域のニセコルールの

ような「地域内の複数の主体が地域ネットワークを構築してリスクマネジメントに関与す

る「地方協働型」が効率的なリスクマネジメントにつながる」とされている（稲葉ら 2007）

がその成立過程や管理の仕組みなどについては検討されていない。 

ニセコルールは管理者以外の利害関係者を含む地域協働による取り組みであることから

ガバナンスとして機能している可能性がある。ガバナンスという言葉には 2 通りの用法が

ある。1 つは Rhodes が提唱したような規範論として、もう一方は、実証的枠組みとしての

ガバナンスである。前者の意味でのガバナンスは社会の複雑化に伴い、政府すなわちガバメ

ントによる統治が対応しきれなくなった社会状況を背景とし、英国で Rhodes が政治分野の

概念として提唱したものが代表的である（Rhodes 1997; 八巻ら 2011）。Rhodes の表現を

借りると、「ガバナンスは自主的に内部組織化し、階層制（例：官僚主義）や既存市場に代

替、補足、または共存するネットワークである」（Rhodes 1997）であり、「ガバメントから

ガバナンスへ」のスローガンに代表されるように、これまでガバメントが独占してきた統治

の仕組みを、多様な関係者の協力・ネットワークによる自己統治に置き換えていくという志

向を持っている」（柿澤 2010）。 

伝統的なガバメントのモデルであれば、理念的には、公共問題への対応は主権者から委任

を受けた政府の独占的役割であり、政府が対応することになった問題は公共問題とされた

が、Rhodes の考えでは、「政府が解決に乗り出さない公共問題」が存在し得ることになった

（砂原 2005）。実証的な枠組みとしてのガバナンスは、実際の意思決定において多様なス

テークホルダーが果たす役割について現状を整理するための概念である。 

ニセコルール実施体制は後述するように、国や道に代表されるガバメントの方針では解

決できなかった雪崩事故防止のためのルールを地域協働により策定したものであるため、

規範論としての概念を含みつつ、実際の事例であるので実証的枠組みであるガバナンスと
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して機能している可能性がある。また、ニセコルールはバックカントリーにおける雪崩事故

リスクの防止を目的とするものであるので、リスクに関するガバナンスと捉えうる。 

リスクガバナンスは文字通り、リスクアナリシスとガバナンスの 2 種類の研究分野が統

合されていることを示している。リスクアナリシスの研究は、当初エンジニアリングや経済

分野などで人間活動への望ましくない結果を定量的に量るために生成された。それに加え

て過去 30 年間にリスク認知やリスクベネフィット、エコシステムなど個々人に関わる課題

などが生ずるにつれ学際的様相を帯び、リスクガバナンスとして研究されるようになった

（Klinke and Renn 2021）。協働型リスク管理（collaborative risk management）(Hansen、 

M.et al. 2019）といわれるものも管理者以外の多様な関係者によるリスク管理である点で

リスクガバナンスの一形態と考えられる。 

2003 年に設立された非営利国際機関で「リスクガバナンスポリシーの助言」に取り組む

IRGC（International Risk Governance Center: 国際リスクガバナンスセンター）の包括

的な定義によれば、リスクガバナンスは“意思決定者が行う、または集合的意思決定がなさ

れ、実行に移される際の措置、プロセス、慣習、組織に関することがらである”（IRGC 2017; 
日本リスク研究学会 2019）。より具体的には、“リスクガバナンスは、リスク問題を処理す

る際に、事象の成り行きや人々の行動に影響を及ぼすためにグループ、社会または国際社会

の集団的行動を導き制御、主導する組織的構造と社会経済的プロセス”とされる（Klinke and 

Renn 2021）。 

海外においてもバックカントリースキー/スノーボードのようなリスクがあるスポーツの

リスクガバナンスについての研究は見当たらない。これは、主にリスクガバナンスが論じら

れてきた分野が食品安全、環境汚染、金融、自然災害などの分野のリスクであった（日本リ

スク研究学会 2019）からではないかと考える。 

 

 

Ⅱ．本研究の目的 

 

以上により、本研究では、地域協働による自然公園利用者の事故リスク管理の例としての

ニセコルールに注目し、その管理体制の成立過程や実施状況を、先行研究及び現存する関連

資料に基づき、IRGC の汎用モデルとしての枠組み（IRGC 2017; 以下 IRGC 枠組み）（図

2）が示すプロセス（山口 2017）に照らし、リスクガバナンスが成立しているか、また、そ

の前提問題として、ニセコルールの成立過程が、先行研究によって示されたガバナンスの成

立条件及協や協働によるリスク管理体制構築の要件に該当するかを目的とする。ガバナン

スやリスクガバナンス、その枠組みは概念であるので、現実のリスク管理システムであり、

既存理論とは無関係に成立したニセコルールとこれら概念との関連性を明らかにできれば、

その結果を他地域の自然公園の事故リスク管理システムの構築にも活用できるのではない

かと考えるからである。 
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図 2 IRGC のリスクガバナンスの枠組み概念図 

 

 

Ⅲ．研究方法 

 

１．調査対象及び調査方法 

ニセコルールは、ニセコローカルルールとして 2001 年に成立してからすでに 20 年が経

過し、1994 年頃から始まったルール成立までの準備期間を含めると 25 年以上になるため、

関係者 24 名からの半構造化インタビュー及び文献調査を実施した。関係者は、ニセコルー

ルの中心組織であるニセコアンヌプリ地区なだれ事故防止対策協議会（ニセコ町、倶知安町、

アンヌプリ周辺の 5 つのスキー場の管理職、雪崩研究者、ニセコ雪崩調査所）スキー場パト

ロール、圧雪車両オペレータ、スキーガイド、山岳ガイド、事業者（アクティビティ事業者、

スノーボード販売）、学識経験者を含む。調査対象者としては、ニセコルールの成立過程を

知るため、ニセコルールの成立に直接関わった者、直接関わらなかったが、経過を上司から

聞くなどある程度情報を得ていた者、またニセコルールの実施状況を聞くため、成立後にニ

セコルールに関わりをもった者を選択した。（調査期間は 2022 年 4 月から 12 月まで。）調

査対象者にはニセコルール策定の意思決定に直接関わった者と直接関わってはいなかった

が状況を見聞していた者、ニセコルールに関わったのはルールが出来た後だった者がいた

ため、質問項目は、ルール成立の意思決定に携わった者、ルール成立過程を見聞していた者

とそうでない者とは質問の仕方を変えた。 

 

 

 

 

 

 

 

出典：INTRODUCTION TO 

THE IRGC RISK 

GOVERNANCE FRAMEWORK 

p.10 Figure 2 より作成

(Revised Version 2017) 
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表 1 調査対象者 

 
 

２．質問の内容 

（１）ニセコルール成立に関わった回答者への質問(表 2-1) 

研究目的としたニセコルールとガバナンス、リスクガバナンス成立要件との関係につい

て関係者の記憶として重要なのはリスク評価、関係機関の関係、また、IRGC の枠組みに関

しては、管理以外の全てのフェーズがリスク評価、リスク認知、リスクコミュニケーション

に関わるものなので、聞取りの質問内容もこれらの事項を中心とした。 
 

表 2-1 ニセコルール成立に関わった者らへの質問 

No. 質    問 関連する概念 
① ルール成立前、続発していた雪崩事故についてどう思いましたか。 リスク認知、リスク評価 
② ルールの成立過程についてどのようなことを記憶していますか。

雪崩ミーティングについて、ご記憶のことを教えてください。 
ガバナンス成立過程、リス

ク評価,リスクコミュニケ

ーション 
③ ルール成立前、スキー場は国、道の方針に従いバックカントリーで

の滑走を禁止していましたが、それについてどう思っていました

か。 

リスク評価 

④ ニセコルール策定を検討した際、専門家から助言を受けていました

か。誰からどのような助言がありましたか。 
ガバナンス成立過程、リス

クの科学的評価、 
リスクプロファイル 

⑤ ニセコルールはニセコ地域の観光振興に役立ったと思いますか。 リスク評価－リスク便益 
⑥ 雪崩防止やルールについて、個人的または会社として活動していま

したか。 
リスク評価、リスク管理 

⑦ ご自身のスキーやスノーボード、その他アウトドア活動について教

えてください。 
リスク評価、リスク認知 
 

⑧ バックカントリーでのスキーやスノーボードは観光に含まれると

思いますか。 
リスク評価、リスク便益 

⑨ ニセコルールの成立、維持、または実施について影響力があったと

思う人を教えてください。 
ガバナンス成立過程 

NO. 記号 職種（現在） アウトドア経験 NO. 記号 職種（現在） アウトドア経験

1
A

***
ガイド、
雪崩専門家

登山、カヤックなどプロガイド 13
E1
*

雪崩情報翻訳担当 カナダではスキーガイド

2
B1
*

元後志支庁関係者 元アルペンの選手 14
E2
*

雪崩情報翻訳担当 スノーボードが目的で移住

3
B2
*

元後志支庁関係者 スノーボードが趣味 15
F1
**

圧雪車オペレーター スキーガイドもする

4
C1
**

スキー場管理職 元アルペンの選手 16
G1
**

アウトドア会社代表 元スキーガイド

5
C2
**

スキー場管理職 軽登山くらいはする。 17
G2
**

スノーボード販売会社代表 プロスノーボーダー

6
C3
**

スキー場管理職 冬山登山、スキー 18
H
**

スキー場パトロール隊長 パトロール歴は30年くらい。

7
C4
***

スキー場管理職 スノーボード選手 19
S1
***

雪崩研究者 学生時代は山スキー部

8
C5
**

スキー場管理職 スキー、スノーボード上級 20
S2
***

雪崩研究者 学生時代から登山 （夏/冬）

9
C6
***

スキー場管理職 元ジャンプオリンピック選手 21
S3
**

雪崩研究者 学生時代から登山 （夏/冬）

10
D1
***

ニセコ町長 スキー元指導員。 22
J1
**

地元ガイド 登山・スキーガイド

11
D2
**

ニセコ町副町長 特にしない。 23
J2
**

地元ガイド 登山・スキーガイド

12
D3
***

ニセコ町元町長 スキー上級 24
J3
**

地元ガイド 山岳ガイド

*** ニセコルール決定に直接関与した者。

** ニセコルール決定に直接関与しなかったが、ニセコルール成立前から

ニセコ地域で勤務し、ルール成立過程について見聞していた者。

* ニセコルール成立後にニセコルールの実施に関与した者。

－ 88 －



 
（２）ニセコルール成立に関わらなかった者への質問(表 2-2) 

①，②のみニセコルールの成立に関わったものへの質問とは以下のように異なるものと

し、③，④，⑨は成立過程に関するものなので省いた。⑤～⑧は同じ質問とした。 

 
表 2-2 ニセコルール成立に関わらなかった者への質問 

No. 質    問 概  念 
① ニセコル—ルについてどのようにお考えですか。雪崩ミ—ティングに

出席したことがあれば、その内容や印象に残ったことを教えてくだ

さい。 

リスク評価、リスク管理 

② ニセコル—ルの遵守状況について。 リスク管理 

 

 

Ⅳ．分析方法 

 
まず、既存文献、資料とヒアリングの結果から、ニセコルールの背景や成立過程を整理し

た。次に、先行研究より明らかにされているガバナンス及び協働によるリスク管理体制構築

の成立条件に照らし、文献資料及びヒアリングの結果からこれらの成立要件を充たしてい

るかを検討した。IRGC の枠組み（図 2）はリスクガバナンスのプロセスやその内容を示し

ているが、その枠組み自体の成立条件については述べられていないからである。さらに、

IRGC のリスクガバナンスのプロセスを示した枠組みに示された要素（IRGC 2017）に照ら

し、ニセコルールについての調査結果がどの程度一致するかを検討する。また、同プロセス

で中心的役割を果たすリスクコミュニケーションについてもニセコルール成立過程でどの

ように行われたかについても検証する。 

 

 

Ⅴ．調査結果と考察 

 
１．ニセコルールについて 

ニセコルールは、1984年以降、リフトが北海道西部後志管内に位置する、標高1,308mの

ニセコアンヌプリ頂上付近まで伸びたため、一帯のバックカントリー（スキー場外）を滑走

するスキーヤーやスノーボーダーの雪崩による死亡事故が相次ぎ、1985年から1999年まで

の間に8名が亡くなっている。これは当時雪崩事故の死亡者数では全国最多であった（ニセ

コ雪崩情報記録集 2020）。 
そこで、ヒマラヤ遠征など登山経験も豊富な登山家であるとともに、カヤックガイドをす

る傍ら地元でロッジを経営する新谷暁生氏が、自らの体験や現地での観測、気象状況などを

元に1994年からスキー場の利用者に向けて雪崩情報を提供するようになった。新谷氏自身

も事故が起きるたび冬山登山の経験を買われ、行方不明者捜索のリーダーを務めていた（新

谷、2013）。雪崩情報はニセコ町役場を通じて各スキー場にも送られたが、大半の事故はス

キー場の管轄外の場外で起きるため、スキー場は自身の問題とは捉えておらず、場外の滑走

を禁止し、違反者からはリフト券を取り上げるという対応をしていた。その一方で、新谷氏
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は、雪崩事故防止について関心のある地元の滑り手やガイドを中心としたニセコ雪崩ミー

ティング（以下雪崩ミーティング）という意見交換の場を年1回設け、1995年から現在に至

るまで継続している（2020年のみコロナ禍のため休止）。 
1998 年1月雪崩が頻発するため、かねてから立ち入りが禁止されていた春の滝と呼ばれ

る谷で雪崩事故が起き死亡者が出たことを契機として、新谷氏の雪崩防止情報提供活動や

雪崩ミーティングの成果もふまえ、ニセコ町が中心となり、同じくニセコアンヌプリにスキ

ー場を擁する倶知安町も協力し、両町と各スキー場代表者で構成されるニセコアンヌプリ

地区なだれ事故防止対策協議会（以下協議会）が発足した。雪崩情報の発出は合わせて設立

された新谷氏を代表とするニセコ雪崩調査所に委託するかたちをとり、2001年、地域の公

式ルールとしてニセコローカルルールを策定、実施した（協議会 2020）。その際、スキー場

に山林を貸している国（林野庁）や道の了承を得ていなかったため、国も道も「安全確保の

面で好ましくない」としてルール実施の見合わせを求めたという経緯がある（北海道新聞 
2001年12月1日）。 

ニセコルールの主な内容は、ニセコアンヌプリ山麓のスキー場にゲートを設け、民間団体

であるニセコ雪崩調査所が出す雪崩情報に基づき、雪崩の危険性が低い日はゲートを開き、

バックカントリー（場外）でスキーやスノーボードをしたい人達はゲートから場外に出て、

ロープで囲われた禁止区域以外を滑ることができるとするものである。2001 年当時、ゲー

トはヒラフスキー場とアンヌプリスキー場の各 1 カ所ずつだったが、徐々に増え、現在は 5

つのスキー場合わせて 11 個のゲートが設けられている（図 4）。 

 2007 年にはニセコルールと改称した。以降、現在に至るまで禁止区域に侵入して雪崩

に遭い死亡した１名を除き、雪崩事故で死亡した人はいない。ニセコルール成立当時に比べ、

欧米人客の数は大幅に増加しているにも関わらず、20 年間、ルール違反者以外雪崩事故の

死亡者がゼロであることは注目に値する。 

図 3 ニセコルール         図 4 ニセコルール実施地域 

 

２．ニセコルールとガバナンスの成立要件 

ガバナンスという概念には先述したように 2 通りの用法がある。1 つは Rhodes が提唱し

たような規範論として。もう一方は、実証的枠組みとしてのガバナンスである。ここでガバ

ナンスの要件として検討するのは後者である。表３に主なガバナンスの要件（Rhodes 1997; 

八巻ら 2011）と対応すると思われるニセコルールの内容を記載した。 
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表 3 ガバナンスの要件とニセコル―ル 

Ⅰ ガバナンスの要件 ニセコルール 
1） 政府ばかりでなく独立性が保たれた

非政府組織を含み、組織間の隔たり

は不明瞭である。 

2001 年のニセコローカルルール成立時には役場を含むニ

セコアンヌプリ地区なだれ事故防止対策協議会（以下協

議会）及びニセコ雪崩調査所が設立された。（協議会  
2020） 

2） 目的に向かって生じるネットワーク

構成員間の継続的な相互関係。 
 

ニセコルールは協議会及び雪崩ミーティング参加者、スキ

ー場パトロール隊、雪崩研究者、ガイド団体等の相互の協

力関係に基づき機能している（広報ニセコ 2021 及び聞取

り結果より）。 
3） 信頼とネットワーク構成員間で合意

されたルールに基づく相互関係であ

り、ビジョン、リーダーシップが必

要。 

2）の関係者はニセコルールに相互的に関与している。ビジ

ョンがスキー場外の雪崩事故防止であることは明らか。リ

ーダーシップはニセコ雪崩調査所新谷氏及びニセコ町役

場（広報ニセコ 2021）。 
4） 
 

政府から相当程度の自主性があり、

自己組織化するネットワークであ

る。政府に統治する権限は存在しな

いが、ネットワークの舵取りを行う 

国と道は、現在は「反対しないが、場外滑走は自己責任で

行うこと。」というのが公式見解であるが、依然としてニセ

コルールを公認していない。ニセコルールに関わる組織は

互いに協力関係にあるネットワークを形成している。政府

の関与はガバナンス形成の必要条件にはなっていない。 

 

３．協働型リスク管理の要件とニセコルール 

次に利害関係者を含む多様な関係者による協働型リスク管理の要件とニセコルールの内

容を比較する（表 4）。 

 

表 4 協働型リスク管理（collaborative risk management）の要件とニセコルール 

 

Ⅱ 協働型リスク管理の要件 
(Hansen 2019) 

ニセコルール

1） 利害関係者の関心を集めている

危機の存在 (Crotts & Wilson 
1995; Wang & Fesenmaier 
2007) 

スキー場外における雪崩事故のリスク 

2） 
 

潜在的な関係者も含めて共通の

問題に直面している。(Fyall & 
Garrod 2004) 

スキー場外における雪崩事故のリスクは１つの山域を共同利

用するスキー場やガイド、地元の滑り手など関係者共通の問

題であり、利用者は潜在的関係者と考えられる。 
3） 協働関係を取りまとめ、前進させ

るような明確なリーダーシップ

のある一人の人間がグループの

なかに存在すること。(Fyall et 
al. 2003) 

当初から新谷氏が強力なリーダーシップを発揮している（新

谷 2019）。それ以外にも元町長 D3、現町長 D1、スキー場関

係者にも新谷氏の考えに賛同し、所属団体の意見を取りまと

めた人達がいた。 

4） 組織間の協働により、個人ベース

では対応できない経済的、技術的

進歩を実現できる。(Wahab et 
al., 2001; Wang et al., 2007) 

ニセコルールの策定はニセコ町、倶知安町、５つのスキー場、

ニセコ雪崩調査所、研究機関により構成されるニセコアンヌ

プリ地区なだれ事故防止対策協議会、ガイドや地域の滑り手

など異なる組織間の協働により実現された。アンヌプリ山域

全体と域内全てのスキー場に関わるルールであるため、個人

では不可能な事業だった。 
5） 第三者である招集者が協働のた

めのフォーラムまたはその機会

を提供する。(Hall,1999; Wang et 
al. 2007). 
 

ニセコ町役場が事務局となり雪崩ミーティングを実施してい

る（協議会 2020）。ニセコルールの対象となるスキー場の管

理者は各スキー場であり、ミーティング参加者はスキー場関

係者、地元のガイドや滑り手などなので、中立的立場にあるニ

セコ町役場は第三者といえる。 
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４．IRGC のリスクガバナンスの枠組みとニセコルール 

IRGC 枠組みは、大きくは、(1)プレアセスメント、(2)リスクの評価、(3)リスク特性とリ

スク削減策についての判断、(4)リスク管理、（5）リスクコミュニケーションの 5 つの過程

に分類されている。これら 5 つの過程を構成する要素を整理すると図 2 のようになる。以

下、IRGC 枠組みを構成する(1)～(5)の各要素ごとに以下調査結果や文献資料と対照させて

分析した。 

 

（１）プレアセスメント（リスクの事前評価） 

IRGC 枠組みはまず、プレアセスメントでリスクに対して警告し、科学的手法検討組織の

見通しを確認するところから始まる。ISO31000 にもあるように通常リスク特定、リスク分

析、リスク管理からなるとされるリスク管理のプロセス（日本リスク研究学会 2019）には

プレアセスメントという過程は含まれていない。しかし、ニセコルールのように個人の活動

から始まった場合には、本来管理者であるべきスキー場も土地所有者である国、道も、場外

の雪崩事故は滑り手の「自己責任」として関与していなかったため、新谷氏の活動がこのプ

ロセスに該当すると考えられる。この段階で、当時新谷氏の独特の雪崩理論が成立する可能

性を雪崩研究者 S1、S2 氏や役場関係者 D1、D3 氏が支持していたことが後に役場が新谷

氏の活動を認め、ニセコルール成立につながった可能性がある。 

 

（２）リスクの評価 

この段階ではリスクを取るか取らないか、管理して受容するかを決定するための知識ベ

ースを構築する。（IRGC 2017;山口 2017）この判断は科学的リスク評価と懸念の評価の二

種類の評価を含む。単に客観的にリスクを評価するのではなく、利害関係者や関係組織の懸

念の評価を含めているのが IRGC の枠組みの特色である。 

科学的評価は発生確率やハザードが引き起こす被害などを事実に基づき、定量的、物理的

に評価する。一方、懸念の評価は、異なる利害関係者のリスクに対する意見や懸念、組織や

利害関係者がハザードに関連して認知しているリスクと便益についての総合的評価である。 

① 科学的評価 

新谷氏の雪崩理論は、弱層が雪崩の主原因であるとする学会の雪崩理論の主流（秋田谷ら

2013）とは異なるものだったため、その信頼性を疑問視する向きもあったが、S1、S2、S3

氏ら雪崩研究者の間では新谷氏の主張する雪崩理論も根拠のあるものであると評価され、

そのことがニセコルール成立のひとつの要因であったと考えられる（Komatsu et al. 2022）。 

② 懸念の評価 

リスクに関する「懸念の評価」は、大きくは 1)リスクは深刻ではないので受容する、2)リ

スクに見合う便益があり、管理してリスクを実施する（受忍）、3)リスクが便益と比較して

大きすぎるので禁止、回避する、の 3 種に分けられる（図 5）（IRGC 2017, Klinke et al. 
2021）。これらの判断はリスクや便益の評価について、評価者の価値観やリスク認知度の影

響を受ける。 
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ニセコルールのように雪崩事故リスクという、いつ起きるかも規模も不確定の自然現象

である雪崩から生じるリスクを対象とする場合は、事故確率を計算することはできるかも

しれないが、どのようなリスク管理を実施するかについて定量的に決めることは不可能で

ある。また、スキー場の営業や滑り手の自由という便益とリスク管理との兼ね合いもやはり

定量的には決めることができないため、「懸念」の評価という「程度」のある価値判断が必

要だった。実際、場外滑走を禁止してもスキー場のリフトを利用して場外に出て雪崩事故に

遭うケースが後を絶たず、かといってスキー場のリフトを止めるとスキー場の営業が成り

立たない。そこで、ルールを策定し、リスクを受容しつつ管理する「受忍」の方法を選んだ

のだが、ルール成立時、実際にニセコルールが事故防止に有効か否かは未知数だった。 

③ 懸念の評価とリスク認知 

聞き取り対象となった人々で、場外滑走を禁止すべきであると述べた者は一人もいなか

った。表１に聞き取り対象者の一覧とアウトドア体験を記載しているが、1 名を除き全てス

キー、バックカントリースキー・スノーボード、登山などの経験者である。リスク学の分野

では、リスクの状態を 3 種類に分類している。何の対策も取られていない状態のリスクを

オーセンティック リスク（authentic risk）、何らかのリスク防止策がとられた状態をリア

ル リスク（real risk）、個々人が感覚的に捉えるリスクが認知されたリスク（perceived risk）
である。専門家の認知しているリスクは実物大のリアルリスクであるとされる（Dickson et 
al. 2000）。ニセコルールは一応の雪崩事故リスク防止策がとられた状態であったところ（危

険区域は 1984 年から滑走禁止、協議会 2020）さらに、事故防止策を講じたものであった

ことで雪崩事故のリスクについての知識があり、さらに自らスキーやスノーボードの体験

もあった関係者のリスクに関する知識は専門家のレベルにあり、後述する雪崩ミーティン

グ参加者も含め、ニセコルール成立に関わった関係者が雪崩現象について認知していたリ

スクはリアルリスクであったと推定できる。リスクについての経験や知識が不足している

人はヒューリスティクス（経験則や直感）を用いたリスク認知をする（日本リスク研究学会 
2019）のが一般的だが、専門家は統計値に近い判断をすると言われている（木下 2008；中

谷内 2002、2008）。ヒューリスティクスによる判断では、確率要素を無視した認識がなさ

れやすいため、リスクや便益の有無を 0％でなければ 100％であると二値的に判断しやすい

（日本リスク研究学会 2019）。先述したように、ニセコでは場外滑走を 100％受容または

100％回避するという手段は選択できなかったため、リスクをある程度受容しつつもリスク

削減手段を講じることを選択したが、このような程度についての判断は二値的判断では難

図 5 リスクと便益の関係 

出典：INTRODUCTION TO 

THE IRGC RISK 

GOVERNANCE FRAMEWORK 

p.20 Figure 3 より作成

(IRGC 2005) 
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しく、ニセコルール策定に携わった人々がある程度雪崩リスクについての判断能力、経験が

ある人々であったこともニセコルールが実現した理由であると考えられる。 
 

（３）リスクプロファイル 

このフェーズでは前段階のリスク評価により得られた知識に基づきリスクの性質（単純、

複雑、不確定、曖昧またはこれらの組み合わせ）深刻度、リスク低減策などを明らかにし、

さらにリスクにどのように対応するか（受容、受忍、回避）を決める。 

① リスク特性 

IRGC ではリスク特性を大きく次の 4 種類に分類している。 

・単純なリスク: e.g.交通事故―交通法規に従う。 

・複雑なリスク: e.g.電力網やインターネット通信網など相互に関連するインフラに関す

るリスク。この種のリスクは複雑ではあるが、一般的に科学、経験的な研究と専門家に

より対応できる。 

・不確定なリスク：この種のリスクは科学的、技術的データが欠落しているか、データ 

の明確性や質が不明な場合である。定性的、定量的リスクを分析する人への信頼度に関

わる点でリスクの判定は不確実である。具体的には、自然災害や影響が不明確なまま環

境で実施されるバイオ技術などのリスクが上げられる。 

・曖昧なリスク：リスクが多面的性格を持つ場合。例えば人間や動植物の遺伝子操作の場

合、特定の遺伝子の改変が人口全体に影響を及ぼす可能性があるなど。 

雪崩は一旦生起すると被害者の生死にかかわる深刻なリスクであることは「頻発する雪

崩事故により捜索に駆り出されるため、冬期間は気が休まらなかった。死亡者が出た場合に

はご遺族への対応も精神的に辛かった」という発言（D1 氏）にも表れているが、現状では

予測に結び付くデータの収集が難しく、発生の予測も困難な自然災害なので不確定なリス

クと判断される。IRGC が、不確定なリスクについて、「リスクを分析する人への信頼度に

関わる点で、リスクの判定は不確実」と述べている（IRGC 2017）ように、ニセコルールで

は新谷氏が提供する「雪崩情報」がルールの柱となっているが、新谷氏の雪崩理論が弱層を

雪崩の原因とする一般理論とは異なっていた点でもルール成立時には不確実性が高かった。

しかし、ニセコ地域は道内でも屈指の豪雪地帯として知られ、気候条件も本州とは異なるた

め、雪崩研究者も新谷氏の理論を支持した。この点もニセコ地域独特の雪崩リスク特性とし

て挙げられる。 

② リスク対応策の選択 

ここでは前段階でのリスク特性の判断とリスク策の検討に基づき、リスクへの対応、つま

りリスクを全面的に受容する、管理して受忍する、回避するという 3 つの方策のいずれか

を選択する。ニセコ地域の場合、実効性ある雪崩事故防止策としては 4.(2)②で述べたよう

に、「管理して受忍する」しかなかった。この判断には 2 つめのフェーズ 4.(2)のリスクの評

価、懸念の評価や社会・経済的利益や政治的配慮も影響する。リスクをしながら受忍する方

法を選択する場合、どのようなリスク削減手段を選択しリスクを受容するかが課題となる

が、ニセコルールでは新谷氏が発出する雪崩情報と雪崩情報が示す雪崩リスクの危険度に

応じ開閉するゲートを設置するという方法を採用した。 
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（４）リスク管理―リスク管理方法の特定と生成、査定、評価と選択 

この段階では、IRGC 枠組み、(3)で特定されたリスクの性質に従い管理方法（リスク削減

策）の生成と査定、内容の評価、最終決定がなされる。ニセコルールでは、反対意見はあっ

たが、雪崩情報に基づき開閉されるゲートによるリスク管理を選択した。この方法によるリ

スク削減策の実施、モニタリングと管理、管理活動からのフィードバックは雪崩調査所、現

場を管理する各スキー場パトロールの連携によって適切に機能していることが窺われる。 

① リスク管理方法（削減策）の決定 

ニセコルールを正式に決定したのは、協議会であるが、表１のうち***のマークを付した

者は、ルール成立前から利害関係者として雪崩リスク管理についての議論に関与していた。 

② 管理の実施 

雪崩情報は場外の雪崩リスク管理の一部として機能している。また、ニセコルールの施設

面では、2001 年当時 2 か所だったゲートは現在 5 スキー場合わせて 11 箇所となり、ニセ

コルールが時を得て充実していることがわかる。  

③ モニタリング 

モニタリングと管理は各スキー場のパトロールと新谷氏が連携して実施している。ルー

ルが実施された 2001 年以前は毎年のように雪崩事故による死亡者が出ていたこと、2000

年代に入ってからスキー客の数が激増したにも関わらず雪崩事故死したのが違反者 1 名で

あることは雪崩情報と一体的に運用されているニセコルールの効果であるといえる。 

④ 管理活動からのフィードバック 

各スキー場のパトロール同志、またパトロールと新谷氏はシーズン中、ニセコルバックカ

ントリーの状態、ルールの遵守状態について情報交換している。多くはルールを順守してい

るものの、未だにルールに従わずロープをくぐってバックカントリーエリアに入る者がい

る。このような現場からのフィードバックは協議会で協議され、必要な改善がなされている。 

 

（５）リスクコミュニケーション 

① リスクコミュニケーションの要点 

リスクガバナンスのプロセスには複数の利害関係者が携わることから、リスクに関する

コミュニケーションが不可欠な要素である（Renn 2015）。National Research Council 

（1989）のリスクコミュニケーションの定義では、「（リスクについての）集団間での情報

や意見のやりとりの相互作用的過程である」とされている。IRGC のリスクガバナンスの枠

組み（表 3）でもコミュニケ―ションは中心に位置している。ニセコルールのような「不確

実なリスク」が課題であり、かつ管理しながら受忍という方法以外、実効的なリスク削減手

段がない場合は、どの程度のリスクを受忍してどのような管理をするのかは、リスクにより

各人の利害が影響を受ける関係者が広く議論をする必要があるため、リスクコミュニケー

ションは重要である（Renn 2015）。リスクコミュニケーションについて、IRGC は以下の

点を要点として挙げている（IRGC 2017）。 

・リスクコミュニケーションのプロセスに関するファシリテーターはいるか。 

・コミュニケーションのプロセスの組織化、進行状況。 

・利害関係者、メディア、リスク管理者の間のコミュニケーション過程。 

・コミュニケーションの実現と効果。 
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② リスクコミュニケーションとしてのニセコ雪崩ミーティングとニセコ雪崩情報 

ニセコルールに関しては、ニセコルール成立 6 年前の 1995 年に新谷氏の呼びかけにより

第１回目が開催されたニセコ雪崩ミーティング（以下雪崩ミーティング）がリスクコミュニ

ケーションの場として位置づけられる。雪崩ミーティングは新谷氏と有志が「雪崩事故防止

の知識を共有するため」企画し、第 1 回目にはスキーヤーやスノーボーダーなど 90 人が出

席した（北海道新聞 1995 年 12 月 2 日）。上記 IRGC が挙げる要点と比較すると、ファシ

リテータは新谷氏が該当する。そのプロセスは必ずしも組織立って進められたわけではな

く、新谷氏の呼びかけによりミーティングに参加した人達は、当初はリスクの影響を受ける

滑り手やガイドなどが中心で、メディア関係者も少なからず含まれていた（読売新聞夕刊 

1995；第 2 回雪崩ミーティングの名簿、1996）。個人的立場で参加していた役場関係者もい

たが、最初の数年間は役場もスキー場も参加していなかったところ、途中からスキー場の一

部が参加するようになった。コミュニケーションの実現と効果については、雪崩ミーティン

グにより関係者のコミュニケーションがはかられ、自由に滑走したいという意見も相当強

かったため、リスクを管理しながら場外滑走を認めるという方向に向い、1998 年の春の滝

死亡事故をきっかけとして役場も関与してニセコルールが成立したといえる。また、リスク

コミュニケーションとしては、双方向ではないが情報の受け手が想定され、新谷氏が 1994

年頃から雪崩事故防止のために提供してきたニセコ雪崩情報（以下雪崩情報）もリスクコミ

ュニケーションとして捉えられる。新谷氏の雪崩情報が関係者の事故防止の意識を喚起し、

結果としてニセコルールが成立、ニセコルールのシステムの一部として機能し、スキー場外

の雪崩事故の激減に大きな役割を果たしてきたことはニセコルール成立の経過から認めら

れる。雪崩情報は当初は手書きで新谷氏個人が発出し、役場を通して各スキー場に伝えられ

ていた。現在は、ニセコウィンターガイド協会などを通じても広報されている（図 6-1，6-

2）。新谷氏は「文章として読んでもらうことにより、スキーヤーやスノーボーダーが自分の

頭でスキー場外の雪崩リスクについて考えることになるから。」と述べている。（新谷 2017） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 6-1 雪崩情報例（2023 年 1 月 13 日） 図 6-2 雪崩情報例（2023 年 2 月 20 日）
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③ リスクコミュニケーションの機能 

リスクコミュニケーションの機能（National Research Council 1989; Renn 2002, 2008, 

2009；OECD 2002）としては以下が指摘されている。 

- 啓蒙的機能：異なる関係者のリスクへの理解を深める。 

- 挙動変更機能：リスクを減少するため人々の日常の挙動や習慣を変える手助けをする。 

- 信頼構築機能：リスクを管理する組織間の信頼を醸成する。 

- 争点解決方法提供：解決に向けて、代替案や対話、効果的、民主的なリスク管理や規則を

実現するための方法を提供する。上記の機能についてニセコルールを考えると、表 5 のよ

うになる。 

 
表 5 リスクコミュニケーションの機能とニセコルルール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ リスクコミュニケーションと信頼 

リスクコミュニケーションにおいては特に信頼構築機能がコンセンサス形成のために非

常に重要である（木下 2009, 吉川 1998, Starr 1985）。リスク認知の低さ（リスクの受容に

関連）と情報提供者側への信頼は明らかな相関関係があるとされ（Kasperson et al.1992）、

信頼は以下の 6 要素から構成される（Renn 2009, Renn & Levine 1991）。一般的にはこの

信頼はリスク管理者と利害関係者または一般大衆との関係という文脈でいわれるが、ニセ

コルールの場合は、関係者とニセコルール成立にあたってリーダーシップを発揮し、かつ対

価を求めず 25 年以上スキー場外の雪崩事故防止活動をつづけた新谷氏の間に認められる。 
- 専門知識の適格性―組織の規定に適合する専門知識のレベル: 新谷氏の雪崩理論やそれ

に基づく観察などは S1、S2、S3 氏が認めたように学術的にみても説得力があった。 
- 客観性―バイアスの無い情報及び客観的に認識できる実績:当初から新谷氏と雪崩専門家

との意見交換が行われていたためにバイアスが存在しなかった。違反者 1 名以外 20 年間死

亡者なしという実績は客観的事実である(協議会 2020)。 
- 公平性―関連する知見の開示と適切な表明：ニセコルール及びルール運営の一部を担う

ニセコ雪崩調査所からの新谷氏のニセコ雪崩情報は、様々なメディアで発信され誰でもア

クセスすることが可能である。 
- 一貫性―過去の経験や情報交換に基づく予測可能な議論や行動：新谷氏の雪崩情報は 20
年以上、新谷氏独特の雪崩理論、経験に基づきシーズン中はほぼ毎日同じ調査方法に基づき

発信されている。 
- 誠実さ、正直さとオープンさ：ヒアリング対象とした全員が、新谷氏の見返りを求めない

雪崩事故防止活動に敬意を表している。 

リスクコミュニ 

ケーションの機能 
ニセコルール 

 
啓蒙的機能 雪崩ミーティング、雪崩情報の提供を通して関係者の雪崩リスクへの理解を深めた。

挙動変更的機能 雪崩ミーティング、雪崩情報の提供を通してスキー場を含め、異なる意見を持つ人達

もルール策定に理解を示すようになった。少数の例外を除き、ニセコルールはバック

カントリーを滑走する人々によく遵守されているということは、ルール以前は頻繁

な違反もあったスキー場利用者の挙動も変化したといえる。 
信頼構築機能 ニセコルール成立（2001 年）まで雪崩ミーティングは 6 度開催され、それを通じて

関係者間の信頼が構築された。 
争点解決方法提供 雪崩ミーティングでの議論に基づき、ニセコルールの内容が具体化され、協議会で正

式に決定された。 

－ 97 －



- 信念、行動や意思疎通における「善意」：新谷氏の活動は、信念や善意がなければ実現さ

れ得ないものであることは全ての関係者が認めている。 
 

 

Ⅵ．まとめ 

 

ニセコルール成立過程は、先行研究、既存文献調査やヒアリングの結果、ガバナンス及び

リスクガバナンスの成立要件に該当し、また IRGC のリスクガバナンスの枠組みを構成す

る要素をほぼ充たしていると考えられる。ニセコルールと IRGC の枠組みの相違点は、

IRGC の枠組みは汎用モデルであり、リスク管理者が存在し、リスク管理者を中心にリスク

ガバナンスが成立するという一般的な過程を想定しているのに対し、ニセコルールは自然

発生的に個人の活動から始まり、それが徐々に関係者を含むリスクガバナンス体制成立に

至った点である。ニセコルール成立の背景として、国や道及び当時のスキー場の方針であっ

たスキー場外滑走禁止という方針では場外の雪崩事故を防ぐことができなかったことがあ

る。そこで新谷氏を中心として、ルールを設けて場外滑走を認めるというニセコルール（成

立当時はニセコローカルルール）が成立した。ルール成立にあったっても、場外滑走を認め

た際、事故が起きた場合誰が責任を取るのかという反対意見がある一方、一部のスキー場利

用者からは、全く自由に場外滑走を認めるべきであるという正反対の意見が強く主張され

た。前者に従うと議論は前に進まず、また後者では事故防止が実現できないことは明らかで

あったため、結局、各スキー場とニセコ町、倶知安町を中心とするニセコアンヌプリ地区な

だれ事故防止対策協議会は新谷氏が発出する雪崩情報に基づき開閉するゲートを設け、場

外へはゲートが開いているときに出ることを主な内容とするルールが定められた。その過

程で実施された雪崩ミーティングやニセコ雪崩情報の提供は、IRGC の枠組みではリスクガ

バナンスに関して最も重要とされるリスクコミュニケーションとして位置付けられる。 
ニセコルールは既存のガバナンス理論やリスクガバナンス理論、さらには IRGC の枠組み

に沿うべく形作られたものでは全くないにも関わらず（図 7）、その成立過程はこれらの理論

や IRGC 枠組みでよく説明できると考える。ニセコルールはスキー場外の雪崩事故の防止と

いう現存する課題について、地域の自発的取組として始まった事業であることから実証的な

ガバナンスによる試みとして位置付けることができる。ガバナンスは本来行政機関も含む場

合もあるが、ニセコルールについて

は国（林野庁）、道ともに成立時反対

を表明し（北海道新聞、2001 年）、

今に至るまで公認しておらず、ニセ

コルールの運営にも参加していな

いため、期せずしてガバメントから

ガバナンスへという規範論を具現

化したものともなっている。元々そ

れを意図していたものではなく、必

要に迫られて言わば草の根リスク

ガバナンスというような過程を経 図 7 IRGC 枠組みとニセコルール形成過程 
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て成立したニセコルールは、成立以降違反者以外の雪崩事故死亡者はなしという状態を維持

している。ニセコルールについては、例えば新谷氏のリーダーシップが極めて大きな働きを

してきたこと、複数のスキー場がアンヌプリという 1 つの山を共同使用していることなど特

有の事情があるが、それでもなお、リスクコミュニケーションを中心とする IRGC の枠組み

やニセコルールの成立過程を、新谷氏の役割を果たす機関や複数の利害関係者の共通利益に

置き換えることで、他地域の雪崩事故リスク管理や自然公園における利用者の事故リスク削

減のために活用することができるのではないかと考える。 
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